



きな変容であろう｡ また､ この10年バブル経済の破綻に伴う経営環境の厳しい変化とともに､ 企業・組
織はその経営方針や施策､ 経営管理手法を従来の日本の伝統的方法から大きく転換せざるを得なくなっ
た｡ こうした急激な社会労働環境の変化は､ 働く個人に厳しい現実を突きつけ､ 彼らに現在や将来に対
する大きなライフキャリア形成不安を与えている｡ その結果､ 産業界で働く個人にさまざまなストレス
を発生させ､ 臨床面でもメンタルヘルス (不安障害､ 抑うつ症状の増加､ 自殺者の増加など) にも多大
な影響を与える結果となっている｡
こうした厳しい労働環境の中でも､ 個人がもつ現有能力を最大限発揮させ､ また､ これまでにまだ開
発されていない潜在能力を引き出し､ 今後に向け個人がキャリア開発を行い､ 充実した質の高いライフ
キャリアを歩むためには､ 個人に対しどのようなキャリア開発支援が必要かについて ｢キャリアカウン






にキャリア自律・自立 (自らの生き方､ 働き方を自律的に考え､ キャリア設計を行い､ 主体的に行動し
能力開発を行い､ 市場価値の高い価値ある人材となる) を求めるようになった｡ しかし､ 個人にとって､
ことのほか中高年者にとっては､ 入社以来キャリア自律・自立に対する心構えや強いキャリア意識もな
く､ 今日までただ組織に依存し､ 受動的に組織から命じられ､ 指示されるままに長いこと働いてきた人







する大きな不安や戸惑いは容易に推測される｡ また同様に､ 若年層にとっても､ 同様にその多くはこれ
までの学校教育の中で､ 自分のキャリア形成､ キャリア開発に関する教育や訓練 (キャリア教育) をほ
とんど受けることもなく､ 卒業後そのまま社会人となった人がほとんどであろう｡ こうした人々が､ 突
然組織からキャリア開発は自己責任と突き放されても､ どのように自律的キャリア開発を行ったらよい
のか､ 実際に何から行動し､ 始めたらよいか､ また自分の将来のキャリアの方向性として何が適切なの
かが明確ではなく､ 彼らは将来に対する漠然とした不安や葛藤を抱えている｡
このように突然の大きな社会労働環境の変化の中で､ 多様な ｢キャリアストレス｣ にともなう問題解
決をどのように支援するかは､ 現在企業・組織､ 働く個人の両方に非常に重要な課題として存在してい
る｡ 企業・組織にとっては､ キャリア開発に基づき有能な実力のある人材を育成し､ 企業間競争に勝ち､






る｡ そもそも､ 若年層から中高年層にいたるまで､ 生涯にわたりキャリアは ｢選択の連続から形成され
る｣ 部分が大きく､ 何を選択することによって自己のキャリアを形成していくかというひとつのテーマ
は､ 大切な問題をそこに含んでいる｡ 例えば､ 高校生であれば､ どこの大学のどの学部を選択して受験
するか､ 大学生であれば､ どの業界のどの会社の就職試験を受けるか､ また､ 働く人々にとっては､ 会
社を退職するか否か､ 異動希望を出しキャリアチェンジをするか､ 社内公募に応じるか､ 早期退職制度
に応じ会社を去るかなど､ さまざまな機会に絶えずキャリア選択を迫られ､ その意思決定が求められる｡
無論､ キャリア形成に個人の主体性を尊重することによって､ ｢自己選択－自己決定－自己責任｣ をと
らせることは､ 人を動機づける (内発的動機づけ) ための基本的方程式でもある｡ しかし､ 実際現実に
は､ 個人として複数の選択肢を前に､ これからのライフキャリアを左右する重要な選択に迷い､ 葛藤す
るのは当然であるともいえよう｡
また､ 企業・組織が人々にこのような自律的キャリア開発とキャリア形成､ ｢自律・自立｣ を要求す
る前提としては､ 自ら主体的にキャリアを選択することが可能な制度､ インフラが必要であることは当
然である｡ 一方的に組織から命令され､ 指示を受け働く (会社から働かされる) ことからは､ 個人の主
体的なキャリア意識 (自ら働いている) はできない｡ 個人の ｢自律・自立｣ の前提は､ すなわち､ 個人
が自らの価値観､ 欲求､ 興味関心などにもとづいて､ 主体的にキャリアを選択することが可能な仕組み
(インフラ) を社会と組織内部につくることである｡
しかし､ 前述のように､ その時のキャリア分岐点で複数の選択肢を前に働く個人が迷い､ 悩むのであ
れば､ 自分のライフキャリアへの ｢気づき｣ とともにその選択の意思決定とそこに至る選択過程のサポー
トをステップを踏みながら行うのが､ キャリアカウンセリングの役割である｡ もちろんこのキャリアカ
ウンセリングの過程では､ 本人の内的キャリア欲求の整理､ キャリアカウンセラーからの適正なキャリ





責任の明確化､ キャリア計画､ 決定､ その他のキャリア開発行動に関する問題を個人､ またはグループ
によって支援することである｣ (1991年 アメリカ NCDA-National Career Development Association)
３. キャリアデザインとキャリアカウンセリングによる支援
個人がキャリア開発とその形成を主体的に行うためには､ ライフキャリアに関する正しい ｢自己理解｣
が何よりもまず求められる｡ 自分のキャリアの方向性として ｢自分はどうありたいのか､ どうしたいの




がどうありたいのかが分からない｣ ということである｡ キャリアカウンセリングにおいては､ 人生や働
くことに何を求めているのか､ どのような仕事をしたいのかなど､ 対話を通して (個人､ グループ)､
彼らの自己理解支援を行っていくことが何よりもまず第一の目的となっている｡ そこで､ 自分の今後の
進むべきライフキャリアの方向性をある程度見通すことができてはじめて ｢今､ 何をすべきか｣ ｢これ
から､ 具体的にどのように行動するか｣ が明らかになる｡ また､ 決して今後のキャリアの方向性が明ら
かにならないとしても､ ｢とりあえず何からスタートしたらよいのか｣ などをカウンセラーとの対話を
通して明確化する必要がある｡ そこでは､ これまで社会 (世間) や親､ 他者の価値尺度 (価値観)､ 常
識といわれるものなどに自分を合わせ､ 縛られ､ こうした周囲の期待にひたすら応えようと､ 本当の自
分 (本音の自分) を見失い､ 自分らしい ｢生きる意味・働く意味｣ を見出せないで来た自分自身に気づ
くことも大切な課題となる｡
また､ 企業・組織においては､ 新入社員から中高年にいたるまで､ キャリアステージの節目節目で､
いったん立ち止まり､ 自分を静かに客観的に見つめなおし､ 今後のキャリア開発とその形成について深
く自己洞察し､ 来るべき自己の将来の ｢キャリアデザイン｣ を行うことが欠かせない｡ キャリア設計図
があってこそ､ それにもとづき将来を見通しながら具体的な自己啓発行動に連動させていくことが可能
となる｡ もちろん､ だれにとっても今後３年後､ ５年後が必ずどうなるかという見通しは明らかではな
い｡ しかし､ まったく無計画にキャリア開発は進行すべきではない｡ 企業や組織には､ 将来の経営ビジョ
ンが必ずあるように､ そこで働く個人にとっても自分の生き方､ 働き方への将来のビジョンが必要であ
ることは言うまでもない｡ これからの ｢先の見通しがつかない｣ 時には､ 人は漠然とした不安が強くな
るが､ 少しでもこれからの自分自身の方向性に見通しがつくことによってその漠然とした不安は軽減さ






セリングも非常に効果的である｡ キャリアカウンセリングにおいては､ ｢自己への気づき｣ ｢自己理解｣
が意味を有するが､ グループカウンセリングはその ｢自己への気づき｣ をグループを通して効果的に得
ることを可能とする｡
グループは同じような年齢層､ キャリアステージ､ 同じようなキャリア問題・課題を抱えた人達のグ
ループによって構成される｡ グループ人数に関しては､ 筆者の経験では､ せいぜい多くて６人が適正な
人数と考える｡ キャリアの課題やテーマに沿って､ 一人ひとりがその問題 (テーマ) について自分の考
えや思い､ 気持ちをグループの中で語る｡ 例えば､ ｢自分の得意なこと (苦手なこと)､ 強み (弱み)｣
｢自分がこれまでやりがいを感じたこと｣ ｢これまでに認められたこと､ 評価されたこと｣ ｢現在､ 仕事
のなかで辛いこと､ 苦しいこと｣ ｢これから３年後､ どうありたいのか｣ ｢自分が実際に自己啓発してい
ること｣ ｢達成したい目標｣ などをグループの中でありのまま話し合う｡
このグループキャリアカウンセリングにおいては､ 自分が自分について ｢話すこと｣､ すなわち ｢心
の中を言語化すること｣ を通して自分のこれまで (過去)､ 現在､ これから (将来) に対し､ 自分自身
が何を思い､ 何を考え､ 何を望んでいるのかなどについて､ 言語化を通して ｢気づき｣ ｢自己の明確化｣
を得る｡ また同時に､ グループキャリアカウンセリングのプロセスは､ 単に自分について語ることを通
して ｢自己理解を深める｣ だけではなく､ グループ内の他者の話を客観的に聴くことによって､ 他者を
理解することも可能となる｡ そして､ 他者の話と自己を照らし合わせながら､ 共通点や相違点を見出し､
さらに自己理解を深めることも可能となる｡ また､ 一緒にみんなで話し合うテーマについては､ 話す前
にその都度シートなどにまず書き出し､ 整理してまとめその後話し合うと､ より自己理解を深め効果的




テーターとして､ 参加者一人一人を温かく受容し､ 問いかけ､ 発言を励まし・促し､ 個々の発言に共感





















企業・組織が現在どのような経営状況に置かれているか､ また組織内のさまざまな制度､ 例えば､ 人事
制度､ その組織が求める人材像と具体的な能力要件､ 能力レベル (組織ニーズ)､ キャリア開発支援の
ための研修や教育システムなど､ また今後その組織がどのような経営方針を立て､ 経営戦略を考えてい
るのか､ 社内の労働マーケットなどに関する情報などの正しい理解が必要であることはいうまでもない｡
すなわち､ クライエントに対し効果的なカウンセリングを行い､ キャリア開発､ キャリアデザインの支
援を行うためには､ キャリアカウンセラーはその個人を理解するとともに個人が所属する社会・組織に
関する経営管理情報を有することが必要となる｡
６. 社内キャリアカウンセリング・ルームの実際とその実績 (A 社の事例)
現在､ 社員のためのキャリア相談室､ キャリアカウンセリング・ルームを設置している企業が増えて
きている｡ キャリアカウンセリング・ルームは､ 人事部に所属するもの､ 能力開発部に属するもの､ 人






ウンセラー (キャリアアドバイザー) を養成し､ その企業の社員キャリアカウンセラー (専従､ または
兼務) が直接社員のキャリア相談を担当するケースが多い｡ というのは､ キャリアカウンセリングはそ
の企業の経営特性､ 企業風土､ 人事制度､ 社内労働マーケット､ キャリア開発支援制度などに関しても
詳しい知識をもち､ 正しい理解をしていること､ そしてそれらに基づき正しい情報提供や助言指導がで
きることが必要である｡ こうした観点より､ 社内に関するキャリアカウンセリングについては社内で養
成した社員によるキャリアカウンセリング､ 社外の労働マーケット (社外への転職など) に関しては社
外の専門キャリアカウンセラー (外部の就業支援会社と契約する) が担当することが望ましいと考える｡
この両方を社員が必要に応じて選択できるようにすることができればそれにこしたことはないだろう｡














守秘義務を徹底し､ 特別の例外 (個人が連携を希望する) を除いて､ 相談内容は決して相談室外に漏ら
さないことを前提にしている｡ ｢対個人｣ に対しては､ 個別のキャリアカウンセリング､ 節目のキャリ
ア研修の講師を行い､ 一方 ｢対組織｣ に対しては､ 職場マネジメントに対する支援､ キャリア形成支援
に関する具体的施策の提言を行うことをその目的としている｡
キャリアカウンセラーは社内のイントラネット上で写真付で紹介されており､ そのカウンセラーの専
門分野 (これまでの社内でのキャリアの歩み) などが紹介され､ 個人が複数のカウンセラーの中から自
分が相談したいカウンセラーを選択できる仕組みになっている｡
この N 社のキャリアカウンセラーの実際の活動状況 (社員のキャリア相談室の利用率) は以下の通
りである｡ 平成14年７月から16年４月までの実施統計として､ 総来談者数は736人､ 相談総件数は1426
件である｡ 相談方法としては､ 91％が面談による､ ２％が電話による相談 (地方の工場などからの相談
の場合)､ ７％がメールによる相談であった｡ 男女比では､ 男性79％､ 女性21％である｡ 年代別では､
男性社員は､ 50代前半 (115名) と30代後半 (108名) がもっとも多く､ 次いで50代後半 (85名)､ 30代
前半と40代後半 (70名) が同じ位の相談件数となっている｡
メンタルヘルスとの関連でみると､ 健常が87％､ メンタルな問題を抱えている相談者が13％であった｡
相談内容としては､ ①今後のキャリアの方向性､ ②セカンドキャリア形成 (定年後のキャリア形成)､
③他職種､ 他部門への移動希望などがベスト３で最も多い相談であった｡
その他には､ 人材の公募に関するもの､ 現職・処遇への不満､ 能力開発などに関する相談がある｡ 相




ジにいる30代後半のキャリア相談が多いことがこの調査から判明する｡ このように､ A 社のキャリア
相談においては､ 50代と30代の社員のキャリア開発とその形成への支援が最も重要であることが分かる｡
また､ メンタルヘルスとの関連では､ 13％の相談者がメンタルな問題をあわせて有しており､ キャリア
相談とメンタルヘルスの問題は一部オーバーラップしており､ キャリア相談においてもメンタルな問題




６. キャリアカウンセラー (キャリアコンサルタント) の質的向上とその課題
社会経済､ 労働環境の大きな変化に対応する必要に迫られ､ 厚生労働省は2002年､ 経済不況の中で増
え続ける失業者の再就職支援､ 次世代を担う若者の就業支援を主たる目的として､ ｢キャリアコンサル
タント｣ (キャリアカウンセラー) の養成を民間団体に委託する形で行うことをスタートした｡ そして､
現在その委託を受けて一定の基準にもとづき､ 民間10数団体がキャリアコンサルタントの養成に熱心に
従事している｡ このキャリアコンサルタントの資格は国家資格ではなく､ 現在民間資格である｡ 養成期
間も３ヶ月という短期間であり､ 厚生労働省が定めた一定の基準にのっとり養成と資格試験が行われて
いるものの､ 実際にはその養成内容のレベル､ 資格取得したキャリアコンサルタントの質とその能力レ
ベルも千差万別である｡ 結果､ 今日キャリアコンサルタントの養成講座を修了し､ 資格試験に合格を果
















ルではなく､ あくまでもスタートであると心得る｡ ②社会経済の動き､ 労働市場の動き､ 若者や中高年
者の心理やその特性などに関心をもち勉強を怠らない｡ ③キャリアコンサルタントのネットワークをも
ち､ 広げ情報交換を行う｡ ④キャリアコンサルタントの事例検討会､ 研修会などに積極的に参加する｡
⑤スーパービジョンを受ける｡ ⑥カウンセリングの勉強を継続し､ カウンセラーとしてのスキルを磨く





フステージ､ キャリアステージの多くの人々が､ 自分自身の ｢生き方・働き方｣ に漠然とした不安をも
ち､ 先が読めない・見通しがきかない葛藤に遭遇し､ キャリアストレスを有している｡ こうした現実の
厳しい社会環境のなかで､ キャリアカウンセリング・キャリアカウンセラーに対するニーズは非常に大
きい｡ こうした社会ニーズと人々の期待に適切に応えるためには､ これまで以上にキャリアカウンセリ




る｡ また､ キャリアカウンセラーの質的向上に関しては､ 日本においてはスーパービジョンの制度がい
まだ未発達であり､ 今後検討され､ 早急に実施されることが緊急課題として存在している｡ キャリアカ
ウンセリング (キャリアコンサルティング) への評価を高め､ その価値に対する認知を広く得るために
は､ 今後厚生労働省のキャリアコンサルタント養成に対する施策の改善､ キャリアカウンセラー (キャ
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